
まちづくりに終わりはない。
“選ばれ続ける沿線”に向け、
ソリューションカンパニーとしてのポジションを確立する

東急株式会社 代表取締役社長
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2025年度、田園都市線梶が谷駅構内で発生した列車衝突事故において、お客さまに多
大なるご不便、ご迷惑をおかけしましたこと、そして、ステークホルダーの皆様にご心配
をおかけしましたことを、深くお詫び申し上げます。当社は、行動規範の一つに「お客さ
まの安全の確保」を据えています。交通事業をはじめ、あらゆる場面でお客さまの安全
を最優先に、再発防止と信頼回復に努めてまいります。

変化する事業環境に向き合い、「選ばれ続ける沿線」へ
■  持続的な企業価値向上に向け、事業環境の変化をどのようにとらえ、 
特にどの分野を注視しているか。
私は今、国内人口減少への対応を強く意識しています。まちづくりを生業とする当社として、

いかにして沿線に人を集めるか、あるいは流出を阻止するか。これは当社創業以来のテーマで

あり、「まちづくりは終わらない」という基本姿勢の徹底を意味します。幸い、2040年頃までは

沿線人口は増加すると予測されていますが  P.11  、長期間を要するまちづくりにおいては、さ

らにその先を見越した一手を今から打っていかなければなりません。そこで当社の強みとなる

のが、恵まれた立地です。当社沿線は、全ての駅が渋谷などの主要ターミナル駅※から60分圏

内に位置し、そのうち82%は45分圏内に収まります。日本全体の人口が減少する一方、都心部

への人口集中という傾向が継続しており、東急線沿線は、その需要を受け止める地理的優位性

があります。これに加え、当社が展開する多様な交通ネットワークや生活サービスなど、既存

の事業基盤を活かして人口誘致と人口流出抑制、就業・就学や観光などによる交流人口・関係

人口の増加に取り組み、成長機会としていく考えです。

※JR東日本 山手線接続駅：渋谷駅、目黒駅、五反田駅

まちづくりとは、「この地域を区画整理した」、「この物件を竣工した」、ということで終わるも

のではありません。そこに集い、そこで生活する人々がいる以上、街に求められるものは日々

変化していきます。また、建物も未来永劫使い続けられるわけではなく、老朽化していきます。

社会の変化や人々のニーズに応じて、まちづくりは、継続していくべきものなのです。絶えず街

の魅力を更新し、その魅力によって人を集め、人々が発するパワーで街の魅力がさらに向上す

る。このサイクルをまわしていくためにも、まちづくりと定住・交流・関係人口の誘致はセット

で考えるべき当社の重要なテーマです。

「成長投資」と「内部成長」の好循環で収益力を高める
■  大型の成長投資を進めながら、利益成長と資本効率の向上をどのように両立していくのか。
現在の中期3か年経営計画（2024～2026年度）では、「成長投資」と「内部成長」を重点施

策としています。成長投資の主たるものは、渋谷をはじめとする沿線の再開発です。人々が理

想とする楽しさや豊かさ、美しさを備えた街をつくり続ける。そのための投資は不可欠です。

一方、まちづくりは長期スパンのプロジェクトであり、投資効果が表れるまでには相応の時間
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を要します。では、その間、どのように収益を上げていくのか。当社が示す道筋の一つが、既

存事業（交通、不動産、生活サービス、ホテル・リゾート）の強化を企図した「内部成長」です。

当社グループの大多数の人材は、既存運営中の事業に携わっており、彼らがクリエイティビティ

を発揮することで、収益の基盤である既存事業を着実に成長させることができると考えていま

す。内部成長によってROAの向上を図り、そこで得た収益を成長投資に充てていくことが、本

中期経営計画の戦略の要であり、当社が進めている「循環再投資」です。

また、既存事業の強化は、収益力を高めるだけでなく、街の魅力向上にもつながります。例え

ば、渋谷でホテル事業を強化すれば、再開発を待たずしてインバウンド需要を取り込むことがで

きます。アニメや映画などの人気の高いIPを活用したイベントを開催すれば、渋谷という街へ

の注目度が高まります。

こうして地固めをした街が再開発によって更新され、より一層の魅力を放つようになる。その

効果が再び、不動産賃料収入の増加や、その他事業の収益機会となって還ってくる。その収益を、

さらに次の成長投資へ――。これが、当社の「循環再投資」です。成長投資と内部成長のどち

らかではなく、同時に街の付加価値向上を図る。つまり、既存事業の強化は当社の成長戦略の

一環であることを、改めてお伝えしたいと思います。

さらに、この投資効果を最大化するため、当社は第三者資本や第三者ノウハウの誘致を含め

た、外部との連携にオープンな姿勢をとっています。当社単独で資本を投下するだけでなく、外

部の資本や知見を呼び込むことで、まちづくりの規模とスピードそして魅力をも高めることが

できるからです。それにより、街の関係人口が増え、当社の鉄道や不動産、商業施設の収益に

つながっていく。つまり、他社の投資も当社の成長機会となるのです  P.16  。

■  2025年度の業績をどのように評価しているのか。また、さらなる利益成長に向け、 
各事業の収益力強化と事業間の相乗効果の創出にどう取り組むのか。

2025年度は概ね順調に推移し、当期純利益は2期連続で過去最高となりました。

不動産は、販売業、賃貸業ともに好調です。不動産事業は、人口誘致や人口流出阻止の要で

す。今後、国内のマンション事業については沿線を中心とした事業展開とし、当社エリア外での

展開は厳選していきます。オフィスについては渋谷や東急線沿線を中心とするなど、当社の強

みを発揮できる地域に注力します。さらに、賃貸業に関しては賃料水準の引き上げに取り組む

など、マーケットを先導する存在となります。

ホテル・リゾートでは、東急ホテルズが日本のホテルチェーンとして初めて、「Global Hotel 

Alliannce」に加盟しました。これにより、当社がこれまでリーチできていなかったマーケットか

らの誘客を狙うとともに、外部への予約斡旋手数料の抑制を図ります。ホテル・リゾート事業は、

営業利益100億円までもう一歩のところです。インバウンドに強い地域、国内ニーズ中心の地

域など、エリアに応じて内需・外需両面での施策を打っていきます。

また、2024年度に新設した文化・エンターテ

インメント事業部では、当社グループにおけるIP

の積極活用を推進しています。人気アニメのIPを、

ホテル、百貨店等の商業施設、鉄道・バスなどで

共通展開した2025年度の施策は、お客さまから

大変ご好評をいただきました。こうした取り組み

をさらに発展させるべく、2026年8月には、エン

ターテインメント領域における新たな事業ブランド

「東急エンタメイト」を立ち上げ、「まちも、人も、

好きが動かす。」というコンセプトのもと、まちづく

り×エンターテインメントの取り組みをより一層深

化させていきます。事業の垣根を越えて新たな価

値を生み出す基盤が、着実に整いつつあります。

また、多様な事業を展開する当社の強みは、金

利上昇、地政学的リスク、各種コストの高騰など、

さまざまな課題に対応するうえでも発揮されています。例えば、円安は日本国内での物価上昇

を誘発していますが、ホテル・リゾート事業は円安のメリットをインバウンド消費で取り込むこと

ができます。つまり、他事業でのネガティヴファクターを他事業でオフセットするとともに、内

部成長のきっかけにできるのです。建築費高騰、建設業の働き方改革を受けた施工体制確保の

課題に関しても、東急建設とのグループシナジーで対応しています。東急建設には、渋谷など

の特定エリアに人材を集中できるメリットがあります。

併せて、各事業の知見や顧客接点を結び付け、さらなる成長につなげるため、人的資本の強

トップメッセージ
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化にも取り組んでいます。当社の中核を担い、

あらゆる領域で活躍する総合職については、出

向制度を重視し、キャリアを通じて複数回の出

向経験を積むことで、グループ横断で価値を

生み出せる人材の育成を進めています。親会

社と子会社に人材の上下関係はなく、むしろ、

出向先での仕事がグループ各社連携の要にな

ると考えています。また、給与水準の引き上

げや寮・社宅の拡充など、社員の処遇改善も

進めており、その成果は従業員エンゲージメン

トの向上や離職率低下（  P.38・40  ）という形

で表れてきています。人手不足、異業種間で

の人材獲得競争、技術人材の減少などを前に、

人材の確保・育成は重要な経営課題です。今

後も人材戦略で掲げる「個の最大化」とともに、総合職については、グループ各社や各事業をつ

なぎ、その相乗効果を収益成長へとつなげる人材として育成していきます。

渋谷、沿線、海外へ ―― 終わりなきまちづくりを推進
■  “世界が憧れるまち”に向けた渋谷や沿線、海外でのまちづくりの状況は。
まず明確に申し上げたいのは、2025年に着工した「Shibuya Upper West Project」と「渋

谷スクランブルスクエア第Ⅱ期（中央棟・西棟）」をもって渋谷再開発が最終章に入ったわけでは

ない、ということです。渋谷駅上の開発は確かにセカンドフェーズに進んでいる一方で、駅周辺

エリアには依然として再開発の余地が残されています。加えて、広域渋谷圏（渋谷駅から半径

2.5km圏内）においては、さらに大きな再開発ポテンシャルを有しています。今後は、宮益坂地

区などの再開発の検討が進んでいきますし、ハンズ渋谷店跡地においても他のデベロッパーに

よる再開発が進められる予定です。渋谷はまだまだ変わっていきます。「まちづくりは終わらな

い」という基本姿勢のもと、渋谷は今後も変わり続けていくのです。

足元では、渋谷のオフィス・商業施設の空室率や賃料収入は好調です。これは、私たちが行っ

てきた、ハード・ソフト両面からのまちづくりの成果の一端だととらえています。渋谷は、ナイ

スで、寛容的で、クリエイティブな、「楽しみがある街」です。多様な人や文化を受け入れ、その

交流から新しい発想や価値が生まれる。大手町や丸の内とは異なる、渋谷ならではの特徴です。

そのような街、そして、そこに集う人々からは、絶えずイノベーションが生まれています。渋谷

は今、間違いなく“世界が憧れるまち”に近づいています。

ここで改めて、今中計のビジョンワードにある「世界が憧れるまち」について説明したいと思

います。当社が描く「世界が憧れるまち」とは、①第一に、都市機能が充実している状態を指し

ます。さまざまな施設や文化・エンターテインメントがあり、安全で清潔であること。そして、

誰もが歩いて快適に巡ることのできる、ウォーカブルな環境が整っていることが、街の基盤とな

ります。②そして、これは私が特に重視していることですが、「多くの選択肢があること」です。

例えば当社は90年以上にわたり、沿線を中心に百貨店事業を展開しています。売場を自由に

編集できる百貨店は、お客さまに豊富な商品＝選択肢をご提供できます。その名こそ冠してい

なかったものの百貨店形態をとっていた「渋谷ヒカリエ ShinQs」を、2026年に「ShinQs by 

TOKYU DEPARTMENT STORE」へと改称した背景には、このような当社のまちづくりへの

姿勢を強く表明したいという想いがありました。

また、街自体が多様なことも「選択肢があること」の一つです。渋谷では、新築高層ビルのす

ぐ隣に比較的低廉な賃料の既存中小ビルがあり、そこには新築ビルのテナントとは性質の異な

る、個性豊かな店舗が軒を連ねています。これがスーパーブロック化された他エリアにはない

渋谷ならではの特徴であり、多様な選択肢があることで幅広い人を受け入れられる、渋谷という

街の懐の深さにつながっているのだと感じています。

③最後に、街に集う人々が笑顔で、クリエイティブでいられることです。街は、どこまでいっ

ても“人”がつくるものです。私がハワイに駐在していた時、ハワイ州観光局のプレジデントはこ

う語っていました。「豊かな自然や美しい海、食事もあげられるが、それに加えてアロハスピリッ

ト豊かな人々の温かさがハワイの魅力を生み出している」と。私も同じ考えです。新しい出会

いや刺激をもたらしてくれる街だからこそ、「また来たい」と思っていただける。そのためにも、

まずは私たち自身が、多様な発想から新しい価値を生み出すクリエイティブな存在でなければ

ならないと考えています。
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一方、東急線沿線に目を向けると、地域の課題に応じたまちづくりも重要です。都内沿線には、

東京都が定義する木造住宅密集地域が700ha弱存在します。これらの地域は行政を中心に再

開発が進んでいくものと思いますが、ぜひ、当社もお力になりたいと考えています。木密地域

が再開発されれば都市の防災力は高まります。さらに、エリアの高度利用が進むことで、当社

の試算では居住人口の増加が見込まれます。これは人口誘致に向けても歓迎すべきことです。

また、沿線外においても、「拠点」を中心に事業を展開していきます。「拠点」とは、札幌や仙

台、伊豆、長野、沖縄など、長年にわたる事業の蓄積がある、東急ブランドへの一定の認知があ

る、行政・地権者・地元企業との人的ネットワークが構築されているなど、当社との深いつなが

りが育まれている地域です。そうした拠点において、事業間の相乗効果を高めながら、それぞ

れの地域が抱える様々な社会課題の解決にも貢献していきたいと考えています。さらに、拠点

以外でも、ホテル・リゾート事業やサテライトオフィス事業のようにネットワーク効果が発揮でき

る事業については継続的に展開していきます。

海外については、西オーストラリアやベトナムなど、人口増加や経済成長が見込まれるエリア

で長期プロジェクトに取り組んでいます。ベトナムではすでにいくつもの中高層住宅を手がけ

ていますが、ほかの地域からも、「ぜひ東急に」というお声がけを複数いただいています。当社

の海外事業は現地に人員を配し、実働部隊が実際に図面と現場を見ながらプロジェクトを進め

ています  P.23  。これが投資管理を中心に海外事業を行うケースとの違いであり、現地から

評価をいただけている理由の一つだととらえています。海外事業では、ベトナムなどの既存プ

ロジェクトを着実に進め、その周辺領域を深掘りしていきます。新たな地域への展開について

は、こうした強みを発揮できることを条件に、優位に事業展開できる案件を厳選し、開発コンサ

ルティングを含めた参画方法も検討していきます。

「ソリューションカンパニー」への進化で企業価値を向上
■  「ソリューションカンパニー」への進化を、収益力と企業価値の向上にどう結びつけるのか。
当社が目指す姿、それは、複数の事業を組み合わせて沿線の課題解決を担う「ソリューショ

ンカンパニー」です。これを支えるビジネスモデルが、地域コングロマリット経営  P.16  であ

り、その具体的な実現手段の一つが「スーパードミナント戦略」です。一般的なドミナント戦略

は一つの業種が特定地域で多店舗展開することを意味しますが、「スーパードミナント戦略」は、

そのエリアでさまざまな業種が店舗展開し、お客さまとの接点を拡大して、当社グループへの

ウォレットシェアを引き上げる戦略です。また、「スーパー」には、さまざまな商品・サービスが

一つの店舗でまとめて販売されるスーパーマーケットの意味合いも込めました。

また、当社として絶対に忘れてはならないのが、事業の全てが地域の生活を豊かにするもの

だということです。それ故、仮にある地域で事業を撤退するにしても、代替となるものがあるか、

または事業を引き継いでくださる方がいるか、ということを考えています。この視点を欠いては、

「美しい生活環境の創造」を掲げる当社の存在意義を揺るがすことになりかねません。沿線生

活の充実を大前提としつつ、選択と集中を進めることで、事業ポートフォリオの最適化を実行し

ていきます。

■  株主・投資家の皆様へ。
株主・投資家の皆様からいただくご意見は、重要な示唆として都度真摯に受け止め、経営に

反映してまいりました。交通、不動産、生活サービス、ホテル・リゾートが有機的に連携する当

社独自のビジネスモデルや長期的な成長ストーリーを、より明確かつ丁寧にお伝えしていくこと

が、皆様のご期待に応える株価水準

の実現にもつながるものと考えてお

ります。国内人口減少という課題を

前に、現中期経営計画で掲げる成長

投資と内部成長を着実に進め、強み

を発揮しながら、当社にとって大切

なお客さまや地域の方々が暮らす沿

線をさらに磨き上げることに注力し

てまいります。楽しく、豊かで、美し

い生活環境をご提供し続ける。その

積み重ねによって、「選ばれる沿線」

であり続けます。今後もご支援のほ

ど、よろしくお願い申し上げます。

トップメッセージ
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